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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　枠体と、
　前記枠体内に設けられ、互いに離間配置されて第１の電界を形成する陰極及び陽極と、
　前記枠体内の第１の電界内に配置され、前記陰極から前記陽極に向かって放出された電
子により励起されて蛍光物質が光を出射する蛍光体と、
　前記枠体内の前記蛍光体の背面側に配置されるリフレクタと、
　前記枠体内の前記第１の電界を挟むように配置され、第２の電界を形成して前記第１の
電界の領域を制御する制御電極と、を備え、
　前記枠体に、光出射方向である前方側において、ソーダガラスよりも耐熱性が高く且つ
光透過性を有する前方側枠体が設けられ、
　前記陽極が、導電性で透過性がある電導膜をもって、前記前方側枠体の内面に設けられ
、
前記蛍光体が、前記陽極の内面上に、単一で且つ該陽極及び前記前方側枠体の内面よりも
格段に小さく集約された状態をもって設けられ、
　前記リフレクタに、前記陰極と前記陽極との間に電界を生じさせるための孔部が設けら
れ、
　前記孔部が、前記蛍光体の大きさに対応して略同等に形成されている、
ことを特徴とする車両用光源ユニット。
【請求項２】
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　前記陽極は、ＩＴＯ膜であることを特徴とする請求項１に記載の車両用光源ユニット。
【請求項３】
　前記リフレクタは自由曲面の反射面を有することを特徴とする請求項１又は請求項２に
記載の車両用光源ユニット。
【請求項４】
　前記蛍光体は、波長が５９５ｎｍ～７８０ｎｍの範囲である赤色光を出射する蛍光物質
を有していることを特徴とする請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の車両用光源ユ
ニット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は車両用光源ユニットに関するものであり、特に、車両用標識灯や車両用前照灯等
に用いる車両用灯具に好適な電界放出ランプ型の車両用光源ユニットに関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、次世代の光源として、電子源から放出された電子を蛍光体の蛍光物質に衝突させ、
該蛍光物質を励起させて発光させる電界放出ランプ（ＦＥＬ：Ｆｉｅｌｄ
Ｅｍｉｓｓｉｏｎ Ｌａｍｐ）が提案され、これを光源とする車両用灯具も提案されてい
る（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
図５は、特許文献１に記載される電界放出ランプ型の車両用灯具の構造を示すものである
。図５に示す車両用灯具２０は、予め真空引きがなされて減圧状態となっている内部空間
２０ａに、陰極（カソード：Ｃａｔｈｏｄｅ）２１と、陽極（アノード：Ａｎｏｄｅ）２
４と、が離間配置されている。また、陽極２４は、陰極２１と対向している面に蛍光物質
からなる蛍光体２５が配設されている。この内部空間２０ａの側壁はリフレクタ２６によ
って構成されていて、内部空間２０ａ側である内側の面には反射部材を有している。リフ
レクタ２６の略円形の開口であるリフレクタ開口部２６ａを規定する開口縁に沿ってレン
ズホルダ２７が固着されている。レンズホルダ２７の他端は凸レンズ２８で略円形の開口
である凸レンズ後方開口部が嵌着している。
【０００４】
また、リフレクタ２６の底部となる陰極２１側にはリフレクタ２６の内面と外面を貫通す
るように円形の貫通孔２２が形成されていて、貫通孔２２を塞ぐように貫通孔カバー２３
が取り付けられている。つまり、貫通孔カバー２３は貫通孔２２を気密に封止している。
すなわち、減圧された車両用灯具２０の内部空間２０ａは、リフレクタ２６、レンズホル
ダ２７、及びは凸レンズ２８で側壁が形成され、その内部に陰極２１，陽極２４，蛍光体
２５が密封収容されている。 
【０００５】
陰極２１は、内部空間２０ａの後面側（凸レンズ２８側を前面側とする）に配置されてい
る。陰極２１と陽極２４との間に内部空間２０ａの外部に設けられた電源(図示せず)によ
り電圧が印加され、この電圧により陰極２１と陽極２４の間に電界が形成されると、陰極
２１から電子ｅ-が引き出され、この電子ｅ-が陽極２４側に加速されながら導かれるよう
になる。そして、加速した電子ｅ-は陽極２４上に配置された蛍光体２５に衝突する。
【０００６】
蛍光体２５を構成している蛍光物質は、電子ｅ-の衝突により所定以上のエネルギーを受
け取ると励起して励起状態に遷移し、この励起状態となった蛍光物質が基底状態に戻ると
きに励起状態と基底状態の差分のエネルギーを光として放出することにより発光する。
【０００７】
そして、蛍光体２５にて発光した光は、電子の入射方向にかかわらず等方向にほぼ３６０
度に亘って放射され、前面側である光出射方向に向かう光はそのまま凸レンズ２８により
屈折して外部へ出射され、後方及び側方側の光出射方向に向かう光はリフレクタ２６によ
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り反射されてから凸レンズ２８により屈折して外部へ出射される構造になっている。
【０００８】
このような電界放出ランプ型の車両用灯具は、熱の発生がなく、光学系もシンプルであり
、従来のバルブ等を使用した車両用灯具に比べてコスト的にも有利な長所を有する。
【特許文献１】特開２００６－２２１９７９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
上述したように、従来の電界放出ランプ型の車両灯具の構造では、内部空間２０ａの側壁
をリフレクタ２６、レンズホルダ２７、及び凸レンズ２８で構成しているので、所望の配
光を得るために凸レンズ２８の直径を大きくする場合には、蛍光体２５から放射された光
のうち後方及び側方側の光出射方向に向かう光をリフレクタ２６により反射させて凸レン
ズ２８に集光させるために、凸レンズ２８の直径に応じて内部空間２０ａを広くする必要
となる。そのため、車両用灯具を大きくする必要があり、車両用灯具が大型化するという
問題点があった。
【００１０】
また、ブレーキ制御状態を示す制動灯等の標識灯では、赤色等の色で発光させるため、光
源からの光を透過効率の低い赤色等のレンズを介する必要がある。そのため、法規で定め
られた光量を得るために、光源の出力を大きくする必要があり、車両のバッテリーの消耗
を増大するという問題点があった。
【００１１】
本発明は、上記の事情に鑑みてなされたものであり、蛍光体から放出された光を有効に活
用して、小型で十分な光量が得られ、電力消費量の低減が可能な車両用灯具の光源となる
車両用光源ユニットを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
上記課題を解決するために、本発明に係る車両用光源ユニットは、枠体と、前記枠体内に
設けられ、互いに離間配置されて第１の電界を形成する陰極及び陽極と、前記枠体内の第
１の電界内に配置され、前記陰極から前記陽極に向かって放出された電子により励起され
て蛍光物質が光を出射する蛍光体と、前記枠体内の前記蛍光体の背面側に配置されるリフ
レクタと、前記枠体内の前記第１の電界を挟むように配置され、第２の電界を形成して前
記第１の電界の領域を制御する制御電極と、を備え、前記枠体に、光出射方向である前方
側において、ソーダガラスよりも耐熱性が高く且つ光透過性を有する前方側枠体が設けら
れ、前記陽極が、導電性で透過性がある電導膜をもって、前記前方側枠体の内面に設けら
れ、前記蛍光体が、前記陽極の内面上に、単一で且つ該陽極及び前記前方側枠体の内面よ
りも格段に小さく集約された状態をもって設けられ、前記リフレクタに、前記陰極と前記
陽極との間に電界を生じさせるための孔部が設けられ、前記孔部が、前記蛍光体の大きさ
に対応して略同等に形成されている、ことを特徴とする。
【００１３】
この構成によれば、レンズと車両用光源ユニットとが一体ではないため、レンズの直径に
応じた光源ユニットの大きさを設ける必要が無く、陰極と陽極の距離を近づけることがで
きる。そのため、車両用光源ユニットの枠体を小型化することができて、更に陰極と陽極
の距離が近いため、小さい印加電圧で陰極から引き出される電子に大きな運動エネルギー
を与えることができるので、電力消費量を低減することができる。また、枠体内部を真空
状態にする際に、レンズが一体ではなく枠体の形状もシンプルに構成できるので、作業性
もよく製造コストを低減することができる。
【００１４】
また、制御電極によって、陰極から電子を引き出し、さらに電子を加速させることが可能
であるため、陽極に配置された蛍光体へ衝突する電子の運動エネルギーを増大することが
できる。更に、制御電極は、第１の電界の領域を制御することができるため、陰極から引
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き出された電子を、陽極に配置された蛍光体に効率的に衝突させることができる。そのた
め、少量の電圧で効果的に蛍光体の光量を得ることが可能である。また、蛍光体の裏面側
に向かって蛍光物質から出射される光をリフレクタにより前面側である光出射方向へ反射
させて有効に活用することができる。
さらに、陽極が導電性を有した膜であるため、光出射方向と平行な陽極の前後方向の幅を
薄くすることができる。そのため、車両用光源ユニットを小型化、特に薄型化することが
可能である。また、陽極は透過性がある膜であるため、陽極に配置された蛍光体から出射
される光及び、リフレクタにより反射した光を損失させることが無い。
　さらにまた、ソーダガラスよりも耐熱性が高い前方側枠体が用いられることから、熱を
発生する発光部の蛍光体を集約化することが可能となり、当該車両用光源ユニットを高出
力が可能でありながら小型化することができる。
　加えて、上記蛍光体の集約化に伴い、リフレクタの孔部を小さくできるので、リフレク
タの反射面の面積を増大させることができ、より効率よく後方側への光を前方側へ反射さ
せることができる。
【００１５】
上記構成において、上記陽極は、ＩＴＯ（酸化インジウムスズ）膜であることを特徴とす
る。
【００１６】
この構成によれば、ＩＴＯ膜は、可視光の透過率が約９０％と非常に高く、電子を輸送す
る層を有した膜であるため、陽極に望ましい。
【００１７】
また、上記構成において、上記リフレクタは自由曲面の反射面を有することを特徴とする
。
【００１８】
この構成によれば、リフレクタは、蛍光物質から出射される光のうち、蛍光体の後方及び
側方側の光出射方向に向かう光を自由曲面の反射面により光出射方向(前面側)へ所望の配
光となるように反射させることが可能となる。そのため、法規で定められた光量及び配光
範囲を有する車両用灯具として有効に活用することができる。
【００１９】
また、上記構成において、上記蛍光体は、波長が５９５ｎｍ～７８０ｎｍの範囲である赤
色光を出射する蛍光物質を有していることを特徴とする。
【００２０】
この構成によれば、蛍光体は、赤色光を出射するため、ブレーキ制御状態を示す制動灯等
の標識灯で必要な赤色レンズが不要となり、透過性の良い透明なレンズを用いることがで
きる。そのため、透過効率の低い赤色のレンズによる光源出力の増加が不要となるため、
電力消費量の低減することができる。
【発明の効果】
【００２１】
本発明によれば、蛍光体から放出された光を有効に活用して、小型で十分な光量が得られ
、電力消費量の低減が可能な車両用灯具の光源となる車両用光源ユニットを提供すること
ができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２２】
以下、本発明の最良の実施形態について、添付図面を参照しつつ説明する。図１及び図２
は本発明の実施の形態として示す車両用光源ユニットを示すもので、図１はその外観斜視
図、図２は図１のＡ－Ａ線断面図である。なお、以下の説明において、図２の上方向を前
方、下方向を後方とし、左方向を左方、右方向を右方とし、また紙面に垂直な方向を上下
方向として説明する。
【００２３】
図１及び図２において、光源ユニット１０は、電界放出ランプ（ＦＥＬ）型のユニットで
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あって、ガラス等の光透過性部材である前方側枠体３と、内部空間を予め真空引きがなさ
れて減圧状態になっている枠体７とで密閉している。この枠体７の内部空間には、陰極で
ある冷陰極電子源１と、陽極であるＩＴＯ膜４と、無損失ゲート電極２と、蛍光物質から
なる蛍光体５と、リフレクタ６とが、配置されている。すなわち、減圧された枠体７の内
部空間には、冷陰極電子源１、ＩＴＯ膜４，無損失ゲート電極２，蛍光体５，リフレクタ
６が密封収容されている。
【００２４】
冷陰極電子源１は、枠体７の後方側の略中央に配置されている。また、冷陰極電子源１は
、例えば平板形状を有し、陽極側である表面に冷陰極部材を有している。また、この冷陰
極部材は、微細な表面構造を有するカーボンナノチューブ等で構成されており、表面近傍
に形成される電界によって電子を放出する。
【００２５】
無損失ゲート電極２は、枠体７内に設けられ、陰極である冷陰極電子源１と陽極であるＩ
ＴＯ膜４との間に配置され、冷陰極電子源１との間に電子引き出し用の電界を形成する電
極である。無損失ゲート電極２と冷陰極電子源１との間には、枠体７の外部に設けられた
電源(図示せず)により電圧が印加され、この電圧で無損失ゲート電極２と冷陰極電子源１
との間に電界が形成されると、冷陰極電子源１から電子ｅ-が引き出され、この電子ｅ-が
無損失ゲート電極２側に加速されながら導かれるようになる。また、無損失ゲート電極２
は、例えば微細なメッシュ構造を有しており、無損失ゲート電極２の厚さ方向、すなわち
冷陰極電子源１からＩＴＯ膜４に向かう方向に電子ｅ-を通過させることが可能になって
いる。
【００２６】
ＩＴＯ膜４は、枠体７の前方側の略中央に陰極である冷陰極電子源１に対向して離間配置
されている。また、ＩＴＯ膜４は、可視光の透過率が約９０％と非常に高く、電子を輸送
する層を有した膜である。また、ＩＴＯ膜４は、冷陰極電子源１から引き出された電子を
さらに加速させる電子加速用の電界を形成する電極であり、ＩＴＯ膜４と冷陰極電子源１
との間には、上記電源によって電圧が印加される。ＩＴＯ膜４と冷陰極電子源１との間に
電圧が印加されると、ＩＴＯ膜４と冷陰極電子源１との間に形成される電界により、陰極
１から引き出されて無損失ゲート電極２を通過した電子ｅ-が、さらにＩＴＯ膜４に向か
って加速されながら導かれるようになる。
【００２７】
蛍光体５は、枠体７の前方側に設けられたＩＴＯ膜４の冷陰極電子源１側の面上に、略中
央に配置されている。また、蛍光体５は、例えば、対面する冷陰極電子源１の面と同じ又
は少し大きい面積を有した平板形状である。蛍光体５を構成している蛍光物質は、所定以
上のエネルギーを電子から受け取ると励起して励起状態に遷移し、この励起状態となった
蛍光物質が基底状態に戻るときに励起状態と基底状態の差分のエネルギーを光として放出
することにより発光する。ここでは、蛍光物質は、励起状態と基底状態の差分のエネルギ
ーを波長が５９５ｎｍ～７８０ｎｍの範囲である赤色光として出射する。
【００２８】
リフレクタ６は、枠体７内に設けられ、蛍光体５と無損失ゲート電極２との間において、
蛍光体５の後方面を囲むように配置して設けられている。また、陰極である冷陰極電子源
１と陽極であるＩＴＯ膜４との間に生じる電界のために、枠体７の内部の略中央に冷陰極
電子源１又は蛍光体５の形状に沿った孔部を設けている。このリフレクタ６は、蛍光体５
にて発光し、光出射方向と反対の後方側や側面側に向かう光を、光出射方向である前方に
反射させて、ＩＴＯ膜４及び前方側枠体３を通して光出射方向（前方側）に出射させるも
ので、蛍光体５と対向する面が凹曲面（放物面形状）を呈し、また表面にはアルミ蒸着や
銀色塗装等の鏡面が施されている。
【００２９】
前方側枠体３は、ガラス等の光透過性の高い部材で構成されており、蛍光体５から光が損
失することなく光出射方向である前方へ出射される。枠体７が小型化することで、真空状
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態に密閉された枠体７の内部は、冷陰極電子源１から引き出され加速した電子が蛍光体５
と衝突する際のエネルギーの一部や、蛍光体５が光とともに放出するエネルギーの一部が
熱に変換され高温状態となる。そのため、枠体７には、特に、熱の発生源となるＩＴＯ膜
４や蛍光体５に近い前方側枠体３には、従来のソーダガラスとは異なる耐熱性の高い部材
で形成されている。また、前方側枠体３に用いる耐熱性の高い部材は、例えば、耐熱ガラ
スや石英ガラスといった光透過性の高いことも兼ね備えている。つまり、耐熱性のガラス
を枠体７、特に前方側枠体３に適用することで、熱を発生する発光部の蛍光体を集約化す
ることが可能となり、車両用光源ユニットを高出力が可能でありながら小型化することが
できる。また、蛍光体５を集約化することにより、リフレクタ６の略中央に設けた冷陰極
電子源１とＩＴＯ膜４との間に電界を生じるための孔部を小さくすることができるので、
蛍光体５の後方側のリフレクタ６の面積が広くなり、より効率よく後方側への光を前方へ
反射させることができる。また、無損失ゲート電極２間の間隔も小さくすることができる
ので、冷陰極電子源１から引き出されＩＴＯ膜４へ向かう電子が効率よく蛍光体５へ衝突
することができる。そのため、印加電圧による蛍光体の発光効率が上昇するため、電力消
費量の低減が可能な光源ユニットを提供できる。
【００３０】
図３は、本発明の実施形態として示す車両用光源ユニットの光の伝搬を模式的に示す断面
図である。尚、図３（ａ）は図１における光源ユニット１０の内部にあるリフレクタ６の
Ａ－Ａ線断面図であり、図３（ｂ）は光源ユニット１０の内部にある図１におけるリフレ
クタ６の図１のＢ－Ｂ線断面図である。尚、車両用光源ユニットの光の伝搬を模式的に示
す断面は一例にすぎない。
【００３１】
図３（ａ）において、リフレクタ６のＡ－Ａ線断面であるリフレクタ６ａは、放物焦点８
ａとする放物線を描く形状をしている。この放物線は、下（後方側）に凸であり、放物線
によって囲まれたリフレクタ６ａの上側（前方側）の位置に蛍光体５が設けられている。
また、この放物線の頂点を通り放物線を線対称とする中心軸９ａ上に蛍光体中心５ａと成
る位置に配置されている。リフレクタ６ａはこの中心軸９ａに対して線対称と成る位置に
配置されているため、リフレクタ６ａによる反射光に左右差は生じない。また、放物焦点
８ａは、中心軸９ａ上にあるが、蛍光体中心５ａの位置よりも上側（前方側）の位置とな
るように配置されている。よって、蛍光体５から発光した光のうち、リフレクタ６ａによ
って反射した反射光は、中心軸９ａに対して平行でなく左右外側へ傾きをもつ。そのため
、左右へ拡張する配光分布を形成することができる。また、発光する範囲の拡大と視認性
を向上させることができる。
【００３２】
図３（ｂ）において、リフレクタ６のＢ－Ｂ線断面であるリフレクタ６ｂは、放物焦点８
ｂとする放物線を描く形状をしている。この放物線は、右側（後方側）に凸であり、放物
線によって囲まれたリフレクタ６ｂの左側（前方側）の位置に蛍光体５が設けられている
。また、この放物線の頂点を通り放物線を線対称とする中心軸９ｂ上に蛍光体中心５ｂと
成る位置に配置されている。リフレクタ６ｂはこの中心軸９ｂに対して線対称と成る位置
に配置されているため、リフレクタ６ｂによる反射光に上下差は生じない。また、放物焦
点８ｂは、中心軸９ａ上でかつ、蛍光体中心５ｂと同じ位置となるように配置されている
。よって、蛍光体５から発光した光のうち、リフレクタ６ｂによって反射した反射光は、
中心軸９ａに対して平行な光の伝搬を行う。そのため、上下方向には配光の広がりを制御
して集光する配光分布を形成することができる。
【００３３】
このようにして、リフレクタ６の断面が成す放物線の形状と、放物焦点８と蛍光体５位置
との関係によって、所望とする配光分布を設定することができる光源ユニット１０を提供
することができる。つまり、リフレクタ６は反射面に、異なる放物焦点を持った放物線を
組み合わせた自由曲線を有している。
【００３４】
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また、本実施の形態の光源ユニット１０では、リフレクタ６ａの孔部の形状が左右の横広
がり配光を得るために、左右方向が長い長方形の形状にしているが、特に限定していない
。リフレクタ６ａの孔部の形状を左右方向が長いが楕円としてもよい。また、冷陰極電子
源１又は蛍光体５の形状をリフレクタ６ａの孔部の形状と同じにしてもよい。
【００３５】
以上の光源ユニット１０は、例えば、テールランプ、ターンシグナルランプ、ストップラ
ンプ等の信号用灯具として適用することができる。これをストップランプとして使用する
場合には、例えば、図４に示すような構造にするとよい。図４は、本発明の実施形態とし
て示す車両用光源ユニットを有する車両用灯具（ストップランプ）の断面図である。光源
ユニット１０の構成は図１及び図２と同一であるから、同じ部材には同じ符号を付して重
複した説明は省略する。
【００３６】
図４において、車両用灯具１５であるストップランプは、光源ユニット１０の前方に光透
過性の高い透明アウターレンズ１１が設けられた構造である。従来の車両用灯具であるス
トップランプは、光源からは主に白色光であるため、光透過率の低い赤色のアウターレン
ズを使用し、法規で定められた光量を得るために光源の出力を大きくする必要があった。
本発明における実施形態では、蛍光体５から赤色光が出射されるので、透明アウターレン
ズ１１を適用することができる。
透明アウターレンズ１１は、光透過性が高いため光源ユニット１０から発光される赤色光
を阻害することなく、前方へ照射させることができる。そのため、必要とする光量を得る
ための光源の出力を抑えることができるので、電力消費量の低減が可能な車両用灯具を提
供できる。また、赤色アウターレンズは、透明のアウターレンズに比べてコストが割高で
あるため、透明アウターレンズ１１を適用することで、コスト低減することができる。
【００３７】
したがって、本実施の別の実施形態の車両用灯具１５として、テールランプ、ターンシグ
ナルランプなど、色調が指定された車両用灯具についても、指定の色調の色の光を発光す
る蛍光物質を有する蛍光体５を設けた車両用光源ユニット１を使用することで、アウター
レンズを光透過性の高い透明アウターレンズ１１を適用して、必要とする光量を得るため
の光源の出力を抑えることができる。
【００３８】
このように、本実施形態によれば、レンズと車両用光源ユニット１０とが一体ではないた
め、レンズの直径に応じた車両用光源ユニット１０の大きさを設ける必要が無く、冷陰極
電子源1とＩＴＯ膜４の距離を近づけることができる。そのため、車両用光源ユニット１
０の枠体７を小型化することができて、更に冷陰極電子源1とＩＴＯ膜４の距離が近いた
め、小さい印加電圧で冷陰極電子源1から引き出される電子に大きな運動エネルギーを与
えることができるので、電力消費量を低減することができる。また、枠体７の内部を真空
状態にする際に、レンズが一体ではなく枠体の形状もシンプルに構成できるので、作業性
もよく製造コストを低減することができる。
【００３９】
また、本実施形態によれば、無損失ゲート電極２によって、冷陰極電子源1から電子を引
き出し、さらに電子を加速させることが可能であるため、ＩＴＯ膜４に配置された蛍光体
５へ衝突する電子の運動エネルギーを増大することができる。更に、無損失ゲート電極２
は、第１の電界の領域を制御することができるため、冷陰極電子源1から引き出された電
子を、ＩＴＯ膜４に配置された蛍光体５に効率的に衝突させることができる。そのため、
少量の電圧で効果的に蛍光体５の光量を得ることが可能である。また、蛍光体５の裏面側
に向かって蛍光物質から出射される光をリフレクタ６により前面側である光出射方向へ反
射させて有効に活用することができる。
【００４０】
本実施形態によれば、ＩＴＯ膜４が導電性を有した膜であるため、ＩＴＯ膜４の前後方向
の幅を薄くすることができる。そのため、車両用光源ユニット１０を小型化、特に薄型化
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することが可能である。また、ＩＴＯ膜４は透過性がある膜であるため、ＩＴＯ膜４に配
置された蛍光体５から出射される光及び、リフレクタにより反射した光を損失させること
が無い。
【００４１】
本実施形態によれば、リフレクタ６は、蛍光物質から出射される光のうち、蛍光体５の後
方及び側方側の光出射方向に向かう光を自由曲面の反射面により光出射方向(前面側)へ所
望の配光となるように反射させることが可能となる。そのため、法規で定められた光量及
び配光範囲を有する車両用灯具として有効に活用することができる。
【００４２】
本実施形態によれば、蛍光体５は、赤色光を出射するため、ブレーキ制御状態を示す制動
灯等の標識灯で必要な赤色レンズが不要となり、透過性の良い透明なレンズを用いること
ができる。そのため、透過効率の低い赤色のレンズによる光源出力の増加が不要となるた
め、電力消費量の低減することができる。
【００４３】
その結果、蛍光体５から放出された光を有効に活用して、小型で十分な光量が得られる電
界放出ランプ型の車両用光源ユニット１０を提供し、また、小型化及び電力消費量の低減
が可能な車両用灯具の光源となる車両用光源ユニット１０を提供することができる。
【００４４】
以上、本発明の好ましい実施の形態について説明したが、本発明は、特許請求の範囲の概
念を逸脱しない範囲で、上記実施の形態の構造に種々の変形や変更を施すことも可能であ
る。
【００４５】
また、図４で示した本実施の実施形態は、光源ユニット１０に一つに対して一つの透明ア
ウターレンズ１１が設けられた構造であるが、複数の光源ユニット１０に対して１つの透
明アウターレンズ１１を設けた構造でもよい。
【００４６】
また、上記実施の形態では光源ユニット１０の枠体７は直方体の形状をしているが、特に
限定していない。円柱や楕円柱の形状としても構わない。
【図面の簡単な説明】
【００４７】
【図１】本発明の実施形態として示す車両用光源ユニットの外観斜視図である。
【図２】図１のＡ－Ａ線断面図である。
【図３】本発明の実施形態として示す車両用光源ユニットの光の伝搬を模式的に示す断面
図である。
【図４】本発明の実施形態として示す車両用光源ユニットを有する車両用灯具の断面図で
ある。
【図５】従来における車両用灯具の断面図である。
【符号の説明】
【００４８】
１
冷陰極電子源
２
無損失ゲート電極
３
前方側枠体
４
ＩＴＯ膜
５
蛍光体
５ａ
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蛍光体中心
６
リフレクタ
６ａ
リフレクタ左右断面
６ｂ
リフレクタ上下断面
７
枠体
８
放物焦点
１０
車両用光源ユニット
１１
透明アウターレンズ
１５
車両用灯具
 

【図１】

【図２】

【図３】
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